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要旨: 
 本稿は、コンピューターの情報処理演習を目的とした社会調査における「設計」「実施」「発表」の各
段階が、社会科の学習指導要領が目標としている能力形成につながるのかの考察を行うことを目的とし
ている。結果として、「計画」では、「視点」「仮説設定」「企画力」「コミュニケーション能力」「効率性」
「主体性」の 6つが向上、「実施」では「コミュニケーション能力」「アンケート集計力」「協調性」「情
報処理能力」の 4つが向上、「発表」では「プレゼンテーション能力」「会話伝達力」「資料作成能力」の
3 つが向上することが明らかとなった。そのため、社会調査は学習指導要領の掲げる目標の達成に貢献
することが考えられる。ただし、本稿の分析対象は大学生であったため、小学生や中学生が同様の教育
効果を得るためには、教員の適切な指導及び学習支援が求められることも示唆された。 
 
1. はじめに 
めまぐるしく変化する社会の動きと共に、人間に必要とされる能力も変化しつつある。この
点は、子どもたちの能力形成において大きく影響を与える小学校や中学校の学習指導要領の変
更からもみてとることができるだろう。特に、情報化社会の波は大きいため、子どもたちもコ
ンピューターを使用する技術を身につけていく必要があると考えられる。実際に、小学校の学
習要領の「第 2章各教科第 2 節社会」の「第 3指導計画の作成と内容の取扱い」の中でも、「学
校図書館や公共図書館、コンピューターなどを活用して、資料の収集・活用・整理などを行う
ようにすること」1と記されている。こうした記述からは、コンピューターが生きていくうえ
で必要な情報を得るためのものであることに加え、得られた情報を整理するため、さらに活用
するためのツールとして位置づけられているということを読み取ることができるわけである
が、これらを用いた教育としては、どのようなものが考えられるであろうか。 
その一つとして、社会調査の演習によるアクティブラーニングが考えられる。特に量的なア
                                                           
1 文部科学省HPより。2016 年 8 月 23 日取得。 
 http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/youryou/syo/sya.htm 
 
コンピューターを使ったアクティブラーニングによる教育効果の
考察：学習指導要領「社会科」の視点から 
Study of Active-learning of Learning Outcomes by Using Computer : from 
Government Curriculum Guidelines for Social Study 
†久留米大学文学部 非常勤講師 
†A part-time lecturer at Faculty of literature, Kurume University 
白坂正太† 
 Shouta Shirasaka†  
［教 材 研 究］ 
 
久留米大学コンピュータジャーナル 
VOL.31, 2016 
- 42 - 
 
ンケート調査では、関心時に沿った設問の設定、表やグラフを用いた情報の整理、統計的な視
点からの処理などを行うため、その演習では学習指導要領に記載されている教育効果が期待で
きると考えられる。特に、白坂(2015)は、コンピューターを通したアクティブラーニングによ
って、コンピューター技術を取得することで「対立を処理し、解決する力」「大きな展望の中
で行動する力」「自分の考えを主張する力」「授業で取得した技術を他者とのやり取りに活用す
る力」の 4つの能力も向上することを明らかにしている。 
そこで本稿では、久留米大学の「表計算実務実習演習」における社会調査を通した演習を事
例として、社会調査を行い、情報を処理するというアクティブラーニングが社会科における学
習指導要領の意向に沿う教育効果があるのか検討を行っていく。 
 
2. 授業の概要 
 本稿で分析対象とする「表計算実務実習演習」の授業構成を確認することで、どのようなア
クティブラーニングを行ったのか説明をしておこう。まずは授業の流れについて確認する(表
1)。 
表 1 「表計算実務実習演習」の流れ 
第 1 回 ガイダンス 
第 2 回 導入アンケート 
第 3 回 アンケート調査データの下処理 
第 4 回 表計算ソフトの操作方法① 
第 5 回 表計算ソフトの操作方法② 
第 6 回 表計算ソフトの操作方法③ 
第 7 回 表計算ソフトの操作方法④ 
第 8 回 グループの作成とテーマの設定 
第 9 回 グループワーク① 
第 10 回 グループワーク② 
第 11回 グループワーク③ 
第 12 回 グループワーク④ 
第 13 回 グループワーク⑤ 
第 14 回 成果発表 
第 15 回 最終課題 
 
 第 1 回では、「表計算実務実習演習」のガイダンスを行った。第 2 回目では、具体的なデー
タを用いて分析を行うため、学生へのアンケートを実施した。本授業では、ここで得られたデ
ータを例として、表計算ソフトの操作方法の説明を行った。第 3 回目の授業では、アンケート
を分析するための下処理として、データの打ち込み方法等について解説を行った。 
 第 4回目から第 7 回目までは、表計算ソフトを用いた情報処理を行えるようにするための説
明の時間である。本授業では、マイクロソフトのエクセルを用いて、情報処理方法を学生に身
につけさせていった。特に、集計の方法や表やグラフの作成について説明した。授業の中で集
めたアンケートデータを用いることで、使っているデータがどのようなものであるのか、学生
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が把握しやすいように配慮した。 
 第 8回目では、学生主体でグループを作成させ、アンケートをどのようなテーマで作成する
のかを設定させた。本授業は、エクセルを使いこなせるようになることを目標に掲げているの
で、社会調査の実施から処理までを課題としているため、その下準備をこの回で行ったという
ことになる。 
 そして、第 9 回目から第 13 回目までを社会調査の計画から実施、得られたデータの整理及
び成果報告のためのグループワークとした。社会調査の実施については、学生自身が対象者を
選定し、アンケートを集めることも授業の課題とした。得られたデータの整理及び成果報告に
ついては、第4回目から第7回目までに説明した技術を用いてまとめるように指示した。また、
データの読み取りに関してクロス集計を行う場合はχ2検定を課した。 
 第 14 回目は、分析結果の成果報告会を実施した。この発表会では、マイクロソフトのパワ
ーポイントを使用し、プレゼンテーションを行うことを課題とした。1つのグループの持ち時
間は 8分とした。 
 最終回である第 15 回目では、今回実施した社会調査を個人レベルでまとめることを課題と
した。なお、本授業の受講生は 28 名である。対象者の学習状況などについては、後ほど紹介
する。 
 
3. 分析の枠組み 
 本稿は、前章で説明した「表計算実務実習演習」の中で行った学生主体の社会調査を分析の
対象とし、学習指導要領の社会科の視点からどのような能力が身につくのか検討をしていく。
特に本稿では、小学校の学習指導要領解説(2008)における次の文章に着目する。 
 
 社会科の授業においては、これまでと同様に、社会の変化に自ら対応する能力や態度の育成
を図る観点から、学び方や調べ方を大切にし児童の主体的な学習を一層重視することが必要で
ある。(中略)指導計画の作成に当たっては、例えば、児童一人一人が図書館やコンピューター
を利用する必要性を感じることができるような教材や学習過程を工夫・改善すること、児童一
人一人が図書館やコンピューターを活用し、学習問題などについて調べて考え、表現し発信で
きるようにするため、十分な学習時間を保障すること、いつどこの場面で、どのように図書館
やコンピューターを活用するのか、児童の活動場面を想定することなどが大切である。 
(文部科学省 2008、「学習指導要領解説社会編」、pp.121-122) 
 
 この解説では、まず「社会の変化に自ら対応する能力や態度の育成」という点から「主体的
な学習」を子どもたちが行えるようにしていく必要があるとしている。社会の変化に対応する
ということは、今の社会をまずは知る必要がでていく。その意味で、今の社会を知るために何
をすれば良いのかを子どもたちが主体的に学習する必要性を説いていると解釈することがで
きるだろう。 
 その意味で、社会調査の企画から実施そして、報告までを行う一連の流れは、主体的に社会
を知るという姿勢を身につけさせるためには非常に意義深いものであると考えられる。そこで、
本稿では、「設計」「実施」「発表」の 3 つの段階的な視点から、社会調査によってどのような
能力が身に付くのか、先に説明した授業の事例を通して考察を行っていく。 
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4. 分析の方法 
分析方法は、次の三つの手順を踏んだ。第一に、15 回の授業終了の行った受講学生へのア
ンケート(自由記述)から、社会調査によって得られた能力を抽出し、それをセグメント化(基本
的要素に分解)していった。第 2に、「設計」「実施」「発表」のどの段階で身に付くのか整理を
行った。第三に、各セグメントにコード(小見出し)を割り振り、親和図法にもとづいて分類・
整理を行っていった。 
 
5. 分析対象者 
 分析対象者は、対象事例である「表計算実務実習演習」の受講学生である。アクティブラー
ニングによる教育効果をより適切に把握していくため、対象となる学生の学習状態についてい
くつか整理を行っておこう。 
 まず、対象となる学生の性別と学年についてである。表 2を参照されたい。 
 
表 2 性別×学年 
2年生 3年生 4年生
男 1 6 3 10
女 8 10 0 18
計 9 16 3 28
学年
計
 
 
 受講生の中心は2年生と3年生で、やや3年生の方が多いという状態である。4年生につい
ては、数名のみであり、男子学生のみが受講しているという状態である。 
 次に授業外での学習時間について確認してみよう。表3を参照されたい。 
 
表 3 学年×授業外の学習時間 
まったくしない 30分以内 30分～1時間
2年生 2 4 3 9
3年生 8 8 0 16
4年生 2 1 0 3
12 13 3 28
授業外の学習時間
計
学年
計
 
 
 表 3 の結果からわかるように、学習時間が多いのは 2 年生という結果が得られた。逆に 4
年生は 3 人中 2人が授業外の学習時間が 0という結果が得られた。また、1時間以上の授業外
学習を行っている受講生はいなかった。 
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 加えて、グループでの学習などのアクティブラーニングの経験を問うたところ、対象となる
全ての受講生が経験有と答えており、大学でのアクティブラーニングの浸透がうかがえた。 
 
6. 社会調査の設計による能力形成 
社会調査の設計によって形成されると考えられる能力について、受講生にアンケートを行っ
た結果、「視点」「仮説設定」「企画力」「コミュニケーション能力」「効率性」「主体性」の 6
つが抽出された。 
「視点」には、「身近なモノでどこに目をつけて調査をするかという力がついた」や「どの
ような場合があるのか、複数の可能性を探る能力が向上した」などの回答が含まれる。調査を
行うにあたっての着眼点を考える能力が向上するという結果が得られた。 
「仮説設定」には、「仮説を立てる力」や「結果を予測する力」などの回答が含まれる。自
身が得ようとする結果が何を導くものであるか、その結果を予測する能力が向上するという結
果が得られた。 
「企画力」には、「前もって計画すること」や「自分で設計することができるようになった」
などの回答が含まれる。これから行う調査とそのまとめをスムーズに行うために必要な能力が
養われることが考えられる。 
「コミュニケーション能力」には、「グループワークによるコミュニケーション能力の向上」
や「伝わりやすい言葉に言い換えるなど、相手にわかりやすい表現にすること」などが含まれ
る。社会調査の設計を行う際、グループメンバーと共に活動することが求められるため、他者
とのやりとりを行う能力が向上することが考えられる。 
「効率性」には、「どのようにアンケートをとれば効率よくデータを集計できるかどうか」
や「パソコンに詳しくなった」などが含まれる。効率的に作業を行うには、どのようにすれば
いいのか、考える力とそれを実際に実行する力のその両方の能力が向上したと考えられる。 
「主体性」には、「自分で考える力が身についた」や「自分できちんと調べる力や考える力
が身に付いた」などが含まれる。主体的に考えることを通して、自分は何ができるのか、そし
て何ができないのかを知ることになり、社会を知ることを通して、自身のことをさらに深く理
解することにもつながる事が考えられる。その意味で、できないことを知ることでできること
をやろうとする主体性が身につくことが考えられる。 
 
7. 社会調査の実施による能力形成 
 社会調査の実施に関しては、「コミュニケーション能力」「アンケート集計力」「協調性」「情
報処理能力」の 4つが抽出された。  
 「コミュニケーション能力」には、「相手に上手く伝える力」や「アンケートを人に頼むこ
とでコミュニケーションがとれた」、「まったく知らない人に話しかける力」などの回答が含ま
れる。社会調査の実施の際には、当然他者にアンケートに答えてもらうという過程が存在する。
調査会社などを通した実施になるわけではないため、受講学生が自ら対象となる相手を見つけ
出し、交渉しなければならないため、コミュニケーションの向上につながることが考えられる。 
 「アンケートの集計力」には、「集計する力」や「結果をすばやくまとめる能力」などの回
答が含まれる。アンケートの実施後は、得られた結果を集計する過程が必要である。そのため、
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ある程度の量があるアンケート結果をまとめるという意味で、「アンケートの集計力」が向上
すると考えられる。 
 「協調性」には、「他者と交流する中で、相手がどのように思っているかを考える能力が向
上した」や「自分の考えたことが必ずしも周りと一致するわけではないと理解する能力」など
が含まれる。アンケートの実施には、グループメンバーとの協同が必要不可欠である。そのた
め、こうした他者との協調性が重要となり、受講生も意識することにつながったのではないか
と考えられる。 
 「情報処理能力」には、「エクセルをしっかりと使いこなせるようになった」や「データ処
理の方法を学ぶことができた」などの回答が含まれる。得られた結果はコンピューターのエク
セルを用いて処理されることになる。そのためこうした「情報処理能力」が向上したと考えら
れるわけであるが、これは本授業の目的でもあるため、コンピューターを通した社会調査を含
むアクティブラーニングによって情報を処理する能力の向上に一定の影響が与えられること
を読み取ることができる。 
 
8. 社会調査の発表による能力形成 
 社会調査の発表に関しては、「プレゼンテーション能力」「会話伝達力」「資料作成能力」の
3 つが抽出された。 
 「プレゼンテーション能力」には、「よりよい立ち振る舞いを考えて発表する能力が向上し
た」や「表現力が身についた」などの回答が含まれる。発表を行うということは普段の会話と
は異なる形で他者に情報を伝えることになる。そうした特殊性を踏まえた形で発表を捉えてい
る受講生が多くみられた。 
 一方で、「会話伝達力」というコードをつけることができるセグメントも抽出された。この
セグメントには、「人前で話をするときにゆっくり人の顔を見ながら話した方がいいなどの対
人能力」や「話す力」、「他者にわかりやすく自分たちが行ったことを伝える能力」など、必ず
しも大人数を想定しない能力が向上したという回答もあった。ここでは、単純に他者と話をす
る能力という意味で、「プレゼンテーション能力」とは区別している。また、相手からの意見
を聞き、こちらの話をするといった相互行為を想定した回答でもないため、「コミュニケーシ
ョン能力」というセグメントとも異なるコードをつけることにした。 
 最後に、「資料作成能力」である。このセグメントには、「パワーポイントをどのように受け
手が見やすいかどうか」や「資料をまとめる力が身に付いた」、「データを集計したり、まとめ
てみやすい表を作成したり、発表するための資料を作る力」などの回答が含まれている。プレ
ゼンテーションを行うためには、その資料が必要不可欠である。そのため、こうした発表の事
前準備となる資料作成に関する能力が抽出されたのだろうと考えることができる。 
 
9. まとめ 
以上のように、本稿では社会調査の「設計」「実施」「発表」を視点として、それぞれの段
階によってどのような能力が形成されるのかを考察することで、コンピューターを通したアク
ティブラーニングが社会科の学習指導要領が掲げる目標に貢献しうるのか、大学の授業を通し
て検討を進めてきた。その結果、「計画」の段階では「視点」「仮説設定」「企画力」「コミュニ
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ケーション能力」「効率性」「主体性」の 6 つが、「実施」の段階では「コミュニケーション能
力」「アンケート集計力」「協調性」「情報処理能力」の 4 つが、「発表」の段階では「プレゼン
テーション能力」「会話伝達力」「資料作成能力」の 3 つが、それぞれ抽出された。特に、学習
指導要領では、「社会の変化に自ら対応する能力や態度の育成」が目標として掲げられている
おり、社会調査の「計画」における「視点」や「仮説設定」はこの点に大きく貢献すると考え
られる。前者は社会において調べる必要がある「視点」を論理的に説明する上で重要となり、
後者は社会の構造を説明するための「仮説」を論理的に構成していくという意味で重要となる。
もちろん、本稿で対象としたのは大学生であり、社会調査を行うための基礎的な能力がある程
度備わっていたため、スムーズに行うことができたことでこうした能力形成につながったと考
えることもできる。社会調査を小学生や中学生が行い、同様の教育効果を得ることは難しいか
もしれないが、社会調査の中で教員側が、適切な指導及び学習支援を行っていくことができれ
ば、小学生や中学生が社会調査を行うことも十分可能である。またそこで得られた結果を、コ
ンピューターを使って整理することで、学習指導要領で挙げられている能力の取得及び向上は
小学生や中学生であっても可能であると考えられる。しかし、そのためには当然教員側の適切
な指導及び学習支援が必要となることが想定される。どのような支援が必要となるのかに関し
ては、具体的な事例から検討をしていくことが必要であると考えられるため、こちらは今後の
課題とする。 
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